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Abs t r a c t

Phase-ControlledMagnetron(PCM)andPhase-and-Amplitude-ControlledMagnetron
(PACM),whichourresearchgrouphavedeveloped,areoneofthestrongestcandidatesfor
mic r o w a v e g e n e r a t o r s i n S P S m i c r o w a v e t r a n s m i t t i n g s y s t e m , b e c a u s e t h e y h a v e
advantagesasfollows;(l)higherDC-RFconversionefficiency,(2)muchlowercostand(3)
muchsmallerweight/powerratiothansolidstatedevices・Basedontheseresearchesand
developments,SpacePowerRadioTransmissionSystemfor2.45GHz(SPORTS2.45)was
installedinFY2000.AtransmittingsystemofSPORTS2.45consistsofaphasedarrayofthe
PCMs,thereforeitisabletofocusahigh-powermicrowavebeamonareceivingsite・Inthe
presentstudyｩweshowuniquedemonstrationexperimentsintheworldonahigh-power
one-dimensionalmicrowavebeamformingwith4PCMsoftheSPORTS2.45transmitting
system.

W e s h o w e x p e r i m e n t a l r e s u l t s o n t h e m i c r o w a v e b e a m p a t t e r n f o r m e d b y t h e
SP0RTS2.45transmittingsystemthroughanarrayoffourhornantennas.Sidelobelevels
oftheexperimentalbeampatternwereobservedhigherthantheidealsidelobelevels
computedbynumericalsimulations.TheproblemiscausedbythephasestabilityofPCMsin
t h e S P 0 R T S 2 ､ 4 5 t r a n s m i t t i n g s y s t e m , t h e v a l u e o f w h i c h i s a b o u t±5～20degr e e s .
However,thephasestabilityhasalreadybeenimprovedwithinabout±1.2degreesbythe
upgradedPCM/PACMdevelopedinFY2003.Hence,analmostidealbeampatterncanbe
formedbyupgradingthecurrentPCMsoftheSP0RTS2､45transmittingsystem.

Also,weshowexperimentalresultsthatwehavesucceededinadirectionalcontrolof
thehigh-powermicrowavebeamfromtheSPORTS2.45transmittingsystem.

*Presentedatthe7*SPSSymposium,16-17September,2004
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要旨：位相制御マグネトロン( P C M ) 及び位相振幅. ' I i ﾘ 御マグネトロン( P A C M ) は、高い変換効率・低コスト・
単位出ﾉ j あたりの重量が軽い等の長所を持ち、将来のS P S 実証試験衛星／商用衛星に搭載されるマイクロ
波発振器の有ﾉ ﾉ 候補である。このP C M をフェーズドアレー化した高効率・火遁ﾉ ﾉ のマイクロ波送電が可能
なシステムが、2 0 0 0 年度に京都大学に導入された周波数2 . 4 5 G H z 帯の下市太陽発電所発送受電システム
( S P O R T S 2 . 4 5 ) である。本研究では、S P O R T S 2 . 4 5 送電システムを用いた、世界でも類のない入電ノノマイク
ロ波ビーム形成の実証実験を行った。ここではP C M 4 台をホーンアンテナアレーに接続した1 次元マイク
ロ波ビーム形成実験について報告する。マイクロ波ビームバタンの実測結果は、計算機実験により得られる
ビームパタンに比べてサイドローブレベルの上昇が見られた。この原はI はS P O R T S 2 . 4 5 のP C M の位相安
定度が±5 度～2 0 度程度と大きいためである。しかし、既に2 0 0 3 年度に開発されたP C M / P A C M は位相制
御ループの高速化等により±1 . 2 度程度の位相安定度を達成しており、この最新型P C M / P A C M の改良部分
をS P O R T S 2 . 4 5 のP C M に適用することにより、理論値に近いビームバタンを得ることができる。また、
所望方向へのマイクロ波ビーム制御に関する実証実験に成功しており、その成果について, J くす。

1 ．はじめに

マグネトロンは電子管の一種であり、7 0 ％以上の高い変換効率・低コスト・マイクロ波出力
1 W あたりの重量が軽量であるという長所から、S P S 実証試験衛星／商用衛星のマイクロ波送電
システムにおけるマイクロ波発振器の有力候補の1 つである。しかし、S P S 送電システムのマ
イクロ波出力を唯一のマイクロ波発振器で賄うことは事実上不可能であり、無数のマイクロ波発
振器を用いた大規模なフェーズドアレー化によるマイクロ波ビーム制御が必須とされている。こ
れに対してマグネトロンは、( a ) 同仕様であっても、周波数・出力電力の個体差が存在する、( b )
発振時のマグネトロン温度に依存して周波数・出力電力が変化する、という問題があるため、マ
グネトロンをS P S 送電システムに適応するには周波数･ 位相･ 出力電力を制御する必要がある。
これらの課題を克服すべく、我々の研究グループでは、現在までに位相制御マグネトロン
(P h a s e - C o n t r o l l e d M a g n e t r o n : P C M ) ^及び位相振幅制御マグネトロン(P h a s e - a n d -
Amplitude-ControlledMagnetron:PACM)!*)を開発し、PCMを用いたアクティブフェーズドア
レーの研究[ 3 ] を行ってきた。
このような研究成果をもとに、宇宙太陽発電所発送受電システム( S o l a r P o w e r R a d i o

TransmissionSystem:SPORTS)W~l6]が京都大学に導入された。SPORTSには、2000年度に導
入された周波数2 . 4 5 G H z 帯のS P O R T S 2 . 4 5 、及び2 0 0 1 年度に導入された周波数5 . 8 G H z 帯の
S P O R T S 5 . 8 の2 つのシステムがあり、いずれもP C M を送電システムのマイクロ波源とした大
電力マイクロ波エネルギー送受電に関する実証実験を行うことができる世界でも類のないシス
テムである。
本報告では、S P O R T S 2 . 4 5 送電システムを用いた大電力マイクロ波ビーム形成に関する実証

実験成果について示す。

2 ．P C M / 恥C M

注1 第7 回S P S シンポジウム、九州工業大学にて2 0 0 4 年9 月1 6 ，1 7 日開催
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P C M はマグネトロンからの出力
位相制御を可能とするシステムであ
り、過去にはW . C . B r o w n により開
発された例[ 7 ] がある｡ B r o w n のP C M
では、位相制御を達成するために、
サーキュレータを通じてマグネトロ
ンに基準信号を注入する注入同期法
に加えて、マグネトロンの永久磁石
にコイルを装着し、コイル電流制御
ループによってマグネトロン磁場を
制御する手法を採用している。しか
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し、この手法ではコイル電流変化に 図1 P C M / P A C M の概略ブロック図

対する周波数変動幅が小さいため、
位相制御可能な周波数範囲が狭いという問題がある。そこで我々の研究グループでは、上述の注
入同期法に加えてマグネトロンの陽極電流制禍l ループを構築することにより、位相制禍I 可能な周
波数範囲の広い位相制御システムを実現している。一方、マグネトロンの振幅制御に関しては
マグネトロンの永久磁石にコイルを巻きつけ、コイル電流制御ループを構築することによりマグ
ネトロンの磁場を制御し、振幅制御を達成している。我々の研究グループで開発された
P C M / P A C M の概略ブロック図を図1 に示す。図1 のうち、位相制御ループ部のみを組み込んだ
システムがP C M であり、位相・振幅制御ループ部の両方を組み込んだシステムがP A C M であシステムがP C M であり、位相・振幅制御ループ部の両方を組み込んだシステムがP A C M であ
る。

ここで、P C M / P A C M の位相精度を示す重要な指標として、位相安定度が挙げられる。位相安
定度の乏しいP C M / P A C M をフェーズドアレー化し、マイクロ波ビームを形成してしまうと、メ
インビーム幅の広がり、及びサイドローブレベルの上昇という問題が発生する。従って
P C M / P A C M は､ S P S 送電システムに対して要求される位相安定度の目標値を満たす必要がある。
ここでは位相安定度の目標値を±5 度と設定する。この値は、U S E F / S S P S 専門委員会で検討さ
れているS P S 実証試験衛星I s i をモデルとし、電力収集効率9 0 % 以上かつサイドローブレベルが
メインローブに対して- 3 0 d B 以下という条件下のときに要求される位相安定度の値である。
この目標値に対して、我々のグループで開発された最新型のP C M / P A C M ^ は、制御ループ部

のアナログ回路化による制御
直流入力: 2 0 0 V

ループ高速化の実現により、（室外太陽電池からの
駆動も可能）

位相安定度±1 . 2 度程度を既 与位相安定度±1 . 2 度程度を既
に達成している。このこと力
ら、P C M / P A C M はS P S 実証
試験衛星におけるマイクロ波
発振器としての能力を十分に
備えていると言える。

〆

送電システム: 1 2 台のP C M
周波数: 2 . 4 5 3 1 2 G H z
最大マイクロ波出力: 約3 . 6 k W

3 . S P O R T S 2 . 4 5

図2 にS P O R T S 2 . 4 5 の概要
図を示す。S P O R T S 2 . 4 5 送電 図2 S P O R ﾉ T S 2 . 4 5 の概要
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システムは、1 2 台のP C M 及び送電アンテナアレーで構築される。P C M は直流2 0 0 V 入力で駆
動し、太陽電池で発電される直流電力からも駆動できる。各P C M の平均マイクロ波出力は約
3 0 0 W であり、合計で最大3 . 6 k W のマイクロ波出力を得ることができる。送電アンテナアレー
は、1 2 素子ホーンアレーアンテナ、もしくは9 6 素子ダイポールアンテナの2 種類から選択され
マイクロ波ビームが放射される。1 2 素子ホーンアンテナアレーは、P C M 1 台からのマイクロ波
出力をホーンアンテナ1 素子に直結する構成である。素子数が少ないため、サイドローブレベル
抑制やビーム制御方向の角度分解能の点では劣るものの、P C M 一アンテナ間の電力損失が少な
く、高効率・大電力のマイクロ波ビームを形成することができる。一方、9 6 素子ダイポールア
ンテナは、P C M 1 台からのマイクロ波出力を8 分配し、更に各アンテナ素子の直前に2 b i t の補
助移相器を設けている。これにより、P C M - アンテナ間においてある程度の電力伝送損失は伴う
ものの、サイドローブレベルが抑制され、かつビーム制御方向の角度分解能の高い送電システム
を構築することができる。送電システムから放射されるマイクロ波ビームは直径2 m の範囲に設
置されたレクテナアレーにより受電され、マイクロ波から再変換された直流電力が得られる。

4 ．大電力マイクロ波ビーム形成実証実験の概要
図3 にS P O R T S 2 . 4 5 送電システムを用いた大電力マイクロ波ビーム形成実証実験の柵I I 膳図を
示す。本実験では、4 台のP C M 及びホーンアンテナアレーを用いる。ホーンアンテナアレーは
垂直方向3 素子×水平方向4 素子の長方形状に配置されており、本実験ではP C M からのマイク
ロ波出力をホーンアンテナアレー中段の4 素子に直結することによい、水平方向へのビーム制樹1
が可能な1 次元アンテナアレーを構
築する。ホーンアンテナから4 . 7 m
離れた位置にはダイポールアンテ
ナが設置されている。X - Y ポジショ
ナを水平方向に稼動しながらダイ
ポールアンテナで受電される電力
をスペクトラムアナライザで測定
することにより、水平方向のマイク
ロ波ビームパタンを測定する。測定
範囲は送電アンテナの正面方向を
O m として. + 2 . 0 0 m ～- 2 . 0 0 m であ

4 ×3 ホーンアンテナアレー
( 中段の4 素子のみ使用: 1 次元）

髄 卜
榊

4．7 0 m

: 噂I 嬢薙

ビームパタン計浸

F 添協評｜" ／P C M 4 台使用

図3 大電力マイクロ波ビーム形成実験概略図O m として、+ 2 . 0 0 m ～- 2 . 0 0 m であ
り、方位角に換算すると測定範囲は+ 2 3 . 1 度～- 2 3 . 1 度となる。本実験は、京都大学生存圏研究
所のマイクロ波エネルギー実験装置( M E T L A B ) ・電波暗室にて行われた。

5 ．ビームパタン測定結果
図3 に示すS P O R T S 2 . 4 5 送電システム構成において、マイクロ波ビームを正面方向に制御し
たときのビームパタン測定結果を図4 のグラフ中の①で示す｡ 図4 の横軸は受電ダイポールアン
テナの水平方向位置であり、縦軸はビームパタンのピーク値で規格化した相対･ 電力強度である。
また､ 図4 のグラフ中に､ 今回の実験仕様と同条件でのビームパタンの計算機実験結果( ②～④》
を併記する。
S P O R T S 2 . 4 5 P C M の各々の位相に時間変動がなく、位相安定度が理想状態であれば、図4 中
の③のピームパタンが得られる。しかし、実際にはP C M の位相は時間変動するため、実測結果
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である①のパタンは③のパタンに
比べてサイドローブが上昇する結 0

果となる。
－1 O

ここで、図5 にS P 0 R T S 2 . 4 5
宙

P C M の位相安定度測定結果の一己_ 2 0
例を示す｡このグﾗﾌは､位相制鳥
御ﾙｰプ内のﾐｷｻ出力電圧の時畠-30
間変化を示したものである｡ﾐｷ篭4,
サ出力電圧は、マグネトロン出力
波形一基準信号波形間の位相比較－5 0
結果に相当し、ミキサ出力電圧の
時間変動からP C M の位相安定度 E
を知ることができる。S P O R T S

2 . 4 5 のP C M は図5 に示すような位相一
ミ

の時間変動が見られ、各々のP C M にu
§

対して位相安定度を測定したところ1
〃

± 5 ～ 2 0 度となった。 f
ヨ

このP C M 位相安定度測定結果をマセ
コ

イクロ波ビームパタンの計算機実験j
に反映させたものが､図4の②である。；
図4 の②は位相変動を±2 0 度とした
ときのビームパタンであり、実測結果
である図4 の①のビームパタンに近づ
くことがわかる。従って、実測結
果に見られるサイドローブ上昇

0
は位相安定度の問題であると言

える。 - , ．
位相安定度に関しては、第2 節冨

で

で述べたように位相安定度の目薗-2．
標値を±5 度と設定している。こ無

こで側‘の④は位相変動を±‘雲”
度としたときのビームパタンの理_ 4 0
計算機実験結果であり、この程度
の位相安定度が得られれば理想－5 0

a ②

副
ノ
ノ
③

④ 一P C M ピームパタン実測価
（平均価）

ーシミュレーション値
（平均値､ 位相変動土2 o 度）

ーシミュレーション値
（位相変動なし）

…シミュレーション値
（平均値､ 位相変動±5 度）

ｑ
Ｃ
Ｇ
ｇ

- 1 5 0 - 1 0 0 - 5 0 0 5 0 1 0 0 1 5 0 2 0 1
位置[ c m ]

マイクロ波ピームパタン測定結果（正面方向）
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図5 S P 0 R T S 2 . 4 5 P C M の位相安定度

②①
ノ
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的 なビームパタンである図 4 の③位置 [ c m ]
と遜色のないビームパタンが得 図6 マイクロ波ピームパタン測定結果( 8 . 6 度方向）
られる。今回使用したS P O R T S
2 . 4 5 の各P C M の位相安定度が十分でない主な原因は､ 位相制御ループの応答速度が十分ではな
いことが挙げられる。しかしこの問題については、2 0 0 3 年度に開発された最新のP C M / P A C M I 2 ]
の改良部分である位相制御ループの高速化を施すことにより克服できる。実際に、最新の
P C M / P A C M は±1 . 2 度の位相安定度が得られている。
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次に、マイクロ波ビーム方向を8 ．6 度方向に制御したときのビームパタン実測結果を図6 のC
に示す。正面方向の実測結果と同様に、位相安定度に起因するサイドローブレベルの上昇が見ら
れるものの､ 所望のビーム方向に制御されていることがわかる。サイドローブレベルに関しては、
先ほどと同様に、S P O R T S 2 . 4 5 P C M の位相安定度を±5 度程度まで改善することにより、図6
の④に示す程度のビームパタンとなり、理想状態である図6 の③とほぼ同様のビームパタンが得
られる。

6 ．おわりに

本研究では、S P O R T S 2 . 4 5 送電システムを用いた世界でも類のない大電力マイクロ波ビーム
形成実験を行い、P C M 4 台による1 次元マイクロ波ビームの形成及びビーム方向制御に成功し
た。実測ビームパタンは、サイドローブレベルの上昇が見られたが、これは位相安定度が不十分
であることに起因するものであり、最新型P C M / P A C M の改良部分である位相制御ループの高速
化を施すことにより、±5 度以内の位相安定度は十分達成可能である。
今後は、実際にS P O R T S 2 . 4 5 P C M の改良による位相安定度±5 度以内の達成に取り組むとと
もに、1 2 台のP C M を用いた2 次元方向制御可能な大電力マイクロ波ビーム形成実験、及び
S P O R T S 2 . 4 5 送電アンテナのもう一つのオプションである送電ダイポールアンテナアレーを用

いたマイクロ波ビーム形成実験を行う予定である。
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